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では、鉄道の強風対策はどうなっているのでしょうか。

羽越線事故をきっかてに『航空・鉄道事故調査委員会』に設けられた『鉄道強風対策協

議会』の『鉄道における強風対策に係る中間とりまとめについて』が9月12日に発表され

ていますが、それによると、鉄軌道事業者においては、これまで152事業者1009箇所に風

速計を設置していたが、『風の通り道』等の強風発生箇所の再確認を行い、新たに370箇

所について、風速計を新設・増設する。この新設等については、JR・大手民鉄及び光栄地

下鉄の場合、今年の11月末までに措置することになっています。

さらに、協議会において、暴風設備の調査・計画の手順、設計・施行の考え方、設備効果等をまとめた『防風設備の手引

き』を作成。これに基づいて、第二最上川橋梁に防風柵が設置されることになっています。

運転規制と突風対策は先延ばしにされた

しかし、最も重要な『運転規制』と『突風対策』については関係機関及び鉄軌道事

業者等が連携を図りながら、『引き続き検討を進める』とし、結論は先延ばしにされ

ました。

今年9月17日、台風13号のさなかに発生した竜巻により、九州の日豊本線で『特急

にちりん』が脱線・転覆。乗客6人と運転士が軽傷を負うという事故が起きました。

『いなほ』と同様、485系の重い車両が転覆したのですから、思わず羽越線事故を想起してしまいました。

『竜巻でこの１年17人が死亡』

今月7日、午後１時過ぎ、北海道佐呂間町若佐、新佐呂間トンネル工事の現場事務所付近で竜巻と見ら

れる突風が発生、プレハブ事務所が吹き飛ばされ、工事関係者の男性９人が建物の下敷きになるなどして

死亡した。

昨年12月に発生した、羽越線の事故、今年9月には宮崎県延岡市で死

者3人、重軽傷者143人を出す被害、そして北海道佐呂間町。この1年、

突風や竜巻が原因と見られる災害が相次ぎました。

気象庁などによると、突風による死者はこの1年で17人。竜巻の発生

回数は過去と比較しても特に増えているわけではないとしています。
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●
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